
在宅ワーカーの活用に関する
アンケート調査

令和５年７月

石川県県民文化スポーツ部女性活躍・県民協働課



目 的 「女性の多様な働き方への支援事業」の実施にあたり、

県内企業における在宅ワーカー活用に関する実態や

ニーズを把握する

調査期間 令和５年６月１日～３０日

調査概要



調査対象 県内企業1,000社

・日本標準産業分類（平成25年10月改定）に掲げる次の産業のうち、

「農業、林業」 、 「漁業」 、 「鉱業，採石業，砂利採取業」、

「公務（ほかに分類されない 」 、「分類不能の産業」を除く、

別表の産業に分類され、常用労働者を 10 人以上雇用する県内企業

・なお、地域別、産業別、規模（従業員数）別のバランスを考慮し、

無作為に抽出した

調査概要



（別表）

調査概要

・ 建設業 ・ 学術研究,専門・技術サービス業

・ 製造業 ・ 宿泊業,飲食サービス業

・ 電気・ガス・熱供給・水道業 ・ 生活関連サービス業,娯楽業

・ 情報通信業 ・ 教育,学習支援業

・ 運輸業,郵便業 ・ 医療,福祉

・ 卸売業,小売業 ・ 複合サービス事業

・ 金融業,保険業 ・ サービス業（他に分類されないもの）

・ 不動産業,物品賃貸業



回収率

回収

33.0%

未回収

67.0%

n=1,000

330/1,000社（33.0％）



回答企業の属性 地域

金沢

50.3%

加賀

35.8%

能登

13.9%

n=330



4.2%

1.8%

11.5%

2.1%

1.8%

1.5%

3.3%

1.2%

0.3%

13.6%

5.8%

3.0%

0.0%

25.5%

24.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療,福祉

教育,学習支援業

生活関連サービス業,娯楽業

宿泊業,飲食サービス業

学術研究,専門・技術サービス業

不動産業,物品賃貸業

金融業,保険業

卸売業,小売業

運輸業,郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

n=330

回答企業の属性 業種



2.7%

9.7%

13.0%

18.2%

48.5%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

300人以上

100～299人

50～99人

30～49人

10～29人

9人以下

n=330

回答企業の属性 従業員数



導入している

13.6%

導入を検討している

1.8%

導入していない

56.1%

導入するつもりはない

27.0%

無回答

1.5%

n=330

従業員向けテレワークの導入状況
問１ 従業員向けにテレワークを導入していますか。



在宅ワーカーに仕事を発注している

5.8%
過去に発注したことがあるが、

現在は発注していない

5.2%

発注したことがない

87.9%

無回答 1.2%

n=330

在宅ワーカーへの発注経験
問2 過去に、直接または仲介事業者やクラウドソーシングを通じて

在宅ワーカーに仕事を発注したことがありますか。



在宅ワーカーへの発注条件
問3 どのような条件が整えば、在宅ワーカーに仕事を発注する可能性がありますか。

(5つまで選択)

6.4%

15.8%

2.4%

4.2%

4.5%

5.2%

10.6%

11.5%

14.8%

16.7%

24.8%

32.4%

33.6% 68.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

発注するのに適した仕事があれば発注する

機密保持の問題が解決できれば発注する

仕事の質が十分に維持できるようであれば発注する

管理にかかる手間やコストの問題が解決できれば発注する

発注先として適当な在宅ワーカー（元社員、現社員の
知人等）に直接依頼できれば発注する

個人の在宅ワーカーへの発注について、
社内で理解・合意が得られるのであれば発注する

発注するのに必要な予算が確保できれば発注する

通信・体制整備に費用がかかりすぎなければ発注する

発注に当たっての留意事項や発注方法に関する情報
（仲介事業者やクラウドソーシング事業者）が分かれば発注する

発注先として適当な在宅ワーカーを、
仲介事業者を通じて見つけることができれば発注する

他社の発注の状況が分かれば発注する

発注先として適当な在宅ワーカーを、クラウドソーシングを通じて
見つけることができれば発注する

その他

無回答
n=330



在宅ワーカーの活用で期待するメリット
問4 在宅ワーカーを活用する上で、期待するメリットは何ですか。(４つまで選択)

10.9%

12.7%

6.7%

14.8%

14.8%

19.4%

22.7%

27.3%

35.8%
43.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

新規事業に携わる人員の確保

新たな知見やネットワークによるイノベーション

新規事業に必要な専門知識やノウハウの獲得

退職者の能力・経験の活用

オフィスコストの削減

在宅ワーカーを労働力として確保

人件費の削減

繁忙期や一時的業務への対応

n=330

・保持していない能力、
経験の活用

・技術者の確保

・子育て女性の
在宅ワーク活用



発注において重視する点
問5 在宅ワーカーへの発注において重視する（重視している）点 (6つまで選択)

9.4%

10.9%

4.2%

11.2%

13.3%

14.5%

17.9%

18.2%

27.0%

34.2%

38.5%

52.1%

52.1%

60.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

機器・設備

成果物やプレゼンなどの提案内容

ビジネスマナー

資格等の客観的な能力指標

対応可能な業務量

納期

自己管理能力

仕事への意欲・積極性

費用・報酬額

能力・熟練度

当該職種の経験・実績

責任感・信頼性

n=330



発注する（可能性のある）仕事 1/2
問6 在宅ワーカーへ発注している仕事、または、今後在宅ワーカーへ発注する可能性のある仕事

(該当するものすべて選択)

7.6%

9.4%

9.4%

9.7%

10.0%

10.9%

10.9%

12.7%

20.0%

21.5%

22.4%

22.7%

0% 10% 20% 30%

調査、マーケティング

伝票整理

システム設計・開発、プログラミング

文書入力

ネットショップのシステム運営・管理

写真撮影・画像加工

映像制作・編集

Webデザイン、グラフィック

設計、製図（CADなど）

Webサイト作成

Webサイト上の情報更新等の業務

データ入力

n=330



発注する（可能性のある）仕事 2/2

14.8%

18.2%

1.8%

1.8%

1.8%

2.1%

2.4%

2.4%

4.8%

5.8%

7.3%

0% 10% 20% 30%

無回答

その他

DTP

テープ起こし

インターネット上でのオペレーター業務

翻訳

ソフトウェアのバグチェック

情報検索、計算処理

メールマガジン・広告メールの作成

取引文書作成

ライター（文書作成）

n=330

・申請業務

・図面の拾い出し

・広告物などの封入作業

・社員面談対応など

・薬剤師によるオンライン服薬指導

問6 (つづき)



1件/年 1.5%

2～4件/年 5.5%

5～9件/年 1.8%

10件以上/年 3.0%

現時点では具体的に想定できない

75.8%

その他 4.8%

無回答 7.6%

発注頻度（見込みを含む）
問7 在宅ワーカーに仕事を発注している頻度、または、今後発注したいと考える頻度

を教えてください。

n=330



１件あたりの作業期間
問8 在宅ワーカーに発注している、または、今後発注したいと考える仕事について、

１件あたりの必要な作業期間を教えてください。
問７で「現時点では具体的に想定できない」を選択した場合及び無回答の場合、対象外

10.9%

27.3%

9.1%

3.6%

10.9%

38.2%

0% 10% 20% 30% 40%

無回答

その他

現時点では具体的に想定できない

4か月以上

2、3か月

1か月未満

n=55

・通年

・業務内容によって作業時間が
異なるため不明

・こちらのオファーに対して、どれだけの期間
と費用でこなすと提案してくるかの
費用対効果の問題



発注時に求める 出社回数
問9 在宅ワーカーに仕事を発注した際、打ち合わせから納品までに求める出社回数を

教えてください。

週1回程度

20.6%

月1回程度 20.0%

基本的に出社は求めない

29.4%

その他 17.0%

無回答 13.0%

n=330

・発注内容による

・納品が必要な場合

・発注者の検査等がある際、
回数は分からない

・在宅ワーカーの能力によって
異なる



発注において重視する点
問10 雇用ではなく、業務委託による外部人材（兼業・副業、個人事業主等）の活用に

対するイメージ（該当するものすべて選択）

7.0%

5.5%

7.3%

7.6%

7.6%

16.7%

18.8%

20.0%

31.2%

35.2%

36.7%

39.1%

49.7%

53.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要な時に必要な分だけ活用でき、
人件費やオフィスコスト等の削減につながる

社員の業務量・負担を軽減できる

社内にないノウハウや技術を獲得できる

組織の活性化や社員のスキルアップにつながる

特に新規領域について、専門家や経験者に依頼することで
資金や時間の節約ができる

雇用や事業承継のお試し期間として活用し、
お互いに相性や環境を見極めた上で、長期的な関係に移行できる

業務上の秘密の保持に懸念がある

法務管理上の問題（労働時間、給与管理等）に懸念がある

事務管理が煩雑になる（労務管理等）

企業秩序を乱すことに懸念がある

費用対効果が不明

どういう人材がくるかわからない

その他

無回答

n=330

・コミュニケーション、チームワークの希薄

・兼業・副業問わず、事業主として責任を
持った業務委託が可能と判断できれば誰
でも活用すべきときはする。
自身で営業して売り込みができる人なら
有能な人が多いイメージ。


